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1は し が き
小論は総理府統計局 「家計調査」の拡大調査によるクロスセクション・デ
ータを用いて世帯主年齢 と貯蓄行動の関係について計測 した結果を提示す る
ものであ る。ライフ ・サイクル と貯蓄 との関係については,欧米においては,
くユ　
理論的に も実証的に も著 しい分析がなされてお り,ま たわが国の場合に も,
く　　
ここ数年 来い くつかの分析結果 が提示 されてい るよ うであ る。 小論 は,か
か る試み のひ とつ として,世 帯主年齢階層別 に,貯 蓄 と可 処分所 得 との関
係を明 らか にす る意 図を 持 った もの であ る。 この種 の問題 に か ん しては,
Friedman〔1〕,および と くに ライフ ・サ イ クル と貯蓄の 関係に つい ての
Modigliani-Brumberg〔4〕の理 論的,実 証的研究があ り,わ れわれ の分析
の有力 な手 がか りとな るものであ る。 しか し,小 論では,こ の種 の問題 に接
近す る第1段 階の作業 と して,ま ず クロスセ クシ ョン ・デー タに よる事実探
究的 な作業 の結果 を提示す るに とどめ,よ り詳 細な分析結果は 現在進行 中の'
作 業完了後 に改 めて報告 したい と思 う。
ee以下 の1に も述 べ るご と く,こ こに提示す る結果 はあ くまで も暫定的 な中間報告
と しての意 図を もった ものであ る。 ここでの分析 に たい して コメ ン トをいた だい
た本学 の戸島 熈,松 田芳郎 の両講師 その他の方 に感謝 す る。 ただ し,時 間 の関係
上 これ らの コメ ン トを分析過程 に おい て充分考慮 す る ことが で きなか った ことを
お ことわ りす る と共 に,今 後 の作業 において充分考慮 してゆ きたい と思 う。
(1)Harrod〔2〕,Friedman〔1〕,Modigliani-Brumberg〔4〕お よび その中 で
引用 され てい る諸論文,Lydall〔3〕,Wa七七s〔5〕等 。
(2)尾 崎 〔9〕J・金森 〔7〕等。尾崎 〔9〕は入手不能 のため未見,そ の大 まか な内
容は 溝 口 〔8〕に よって知 ることが で きた。
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2資 料
資料は 『昭和34年・全国消費実態調査報告』第1巻 所収(12表)の 「世帯
主の勤め先収入 階級 別年 齢別1世 帯 当た り1ケ 月の収入 と支出(勤 労者世
帯)」 である。この資料によれば,世 帯主の年齢階層別に所得 と貯蓄にかん
するクロスセ クショソ・データを得ることができる。ただ し,こ の資料にお
いて注意すべ き点は,各 年齢階層毎に世帯主の勤 め先収入階級に よってデー
タの層別集計がなされていることである。われわれの作業は,ラ イフ ・サイ
クル と貯蓄行動の関係の分析の第1段 階の作業 として,世 帯主年齢階層別に
可処分所得 と貯蓄 との関係を計測す ることである。 したがって,わ れわれの
分析には,実 収入に よって層別されたデータの方がさしあたって よりのぞ ま
しい と考え られる。 しか しここでは,世 帯主勤 め先収入階層別のデータか ら
可処分所得の計数を求めて,分 析をすすめてい くことにする。なお,こ の資
料が同一世帯の3ケ 月平均の計数を層別集計 した とい う利点を持つ一方,こ
れ らの計数が9--11月平均とい う特定月の平均値であることも,分 析にあた
って注意すべき点であろう。
つ ぎに,可 処分所得 と貯蓄の定義について。 これ らは総理府統計局 「家計
調査」の定義に従 って求める。すなわち,
可処分所得一実収入一非消費支出
、
貯蓄 冨可処分所得一消費支出
である。この定義に よれば,貯 蓄には流動性貯蓄の他に物的資産 の増減の一
コ くの
部 も含まれることになる。以下の分析では,デ ータの制約等 もあ り,各貯蓄
項 目についての分析は行なわず,上 の定義による貯蓄を分析の対象 とす るこ
ヂの
とにす る。
最後に,こ こでの分析に用 い る資料か ら得 られ る基礎 的情報 を表2・1お よ
び表2.2と して まとめてお くことにす る。
(3)篠 原 〔10〕,伊大 知 〔6〕。
(4)篠 原 〔10〕,伊大 知 〔6〕が各貯蓄 項 目にか んす る分析 を行 な ってい る。
での
表2.1
年齢別貯蓄 函数 の計 測(神 田)
世帯主年齢階級別1世 帯あた り平均所得,
ぐ　 ナ
平均貯蓄,貯 蓄率,所 得 レイ ンジ,平 均世
帯人員数お よび世帯数(9-11月平均)
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世帯主年齢階級
平均所得 平均貯蓄
所 得 レ イ ン ジ 平均世帯
人 員 数
世帯数階級番
号
貯蓄㌦ 鵬 鱒 得
1
2
3
4
?
6
7
8
9
10
11
歳 円 円 円
～2420,9032,084.10010,441
25～2923,240
30～3425,230
35～3927,869
40～4429,377
45～4932,285
2,711 .117 7,069
2,847.11312,229
2,874.1038,848
2,938.1009,718
3,359.10411,551
50～5435,9184,337.12112,058
55～5933,549
60ヘー 6431,879
65～
3,937.11711,472
3,498.11014,494
28,2764・,872.17210,014
(60～)(29,516)(3,859)(.131)(13,001)
円
91,510
、
83,594
人
3,52 629
3.342,815
71,5944.035,622
90,4804.504,869
153,8894.713,751
101,4464.803,266
119,9234.752,488
130,2574,591,187
106,1884.28
65,1353.99
527
216
(106,188)(4.19)(743)
くの
表2.2 世帯人員1人 あた り平均所得,平 均貯蓄,
所得 レイ ソジおよび貯蓄率(9-11月平均)
世帯主年齢階級
蜘 平均所得
1
2
3
歳1円
～245,898
25～29
30～34
6.987
6,226
平均貯蓄
円
585
821
698
貯蓄率
,099
.118
,112
所 得 レ イ ソ ジ
駆 所得願 所得
円
2,958
2,123
3,198
円
14,078
14,498
14,319
(5)前 記 資料 に も とついて作成。 最後 の行(60歳以上)の 計数 は原 資料 に記載 さ
れ ていない。 筆者が60～64歳と65歳以上 の計数 を プール して計 算 した もので あ る。
(6)平 均所得 ・平均貯 蓄比 率 であ る。
(7)前 記 資料 に も とついて計算。最後 の行(60歳以上)の 計数 は,表2.1と 同 じ
く,60～64歳と65歳以上 の計数 を プール して計 算9
/
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?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～
(60～)
6,156
6,196
6,623
7,466
7,443
7,366
7,179
(7,312)
633
612
697
897
864
814
1,177
(912)
.103
.099
.105
.120
.114
.111
.164
(.131)
2,122
2,430
2,909
2,900
2,778
3,947
3,210
3,928
37,242
28,497
25,015
26,826
16,997
33,156
32,568
33,1S6
3モ デ ル
まず 各年齢階層 におけ る所得 と貯蓄 との関係を グラフに プ ロ ッ トしてみ る
と,明 らかに所得 の増加に伴 ない貯蓄率 の増大が看取 され る。そ こで最初 に
われわれは最 も単 純 な線型 の貯蓄函 数を採用す ることにす る。す なわち
s=世 帯あた り貯蓄
y一世帯 あた り可 処分所得
とす るとき
(3.1)s・=a、+β、y+ε、
を用 いて 計測 を行 な う。 ここで,α・は定数項,β・は(ク ロスセ クシ ョンに
よる)限 界貯蓄性 向であ る。 また ε、は平均 ゼ ロ,分 散一定(σ 、2<。・)で独
く　ナ
立な分布に従 う確立変数であると仮定する。
ところでモデル(3'.1)における各変数は世帯単位にかんす るものである。
しか し実際には各世帯間で世帯の大 きさに相違があるため,こ の世帯の大 き
(8)こ こで残差 項e1の分散がyの 増大 と共に大 き くな る とい う,いわゆ る不等 分
散 性 の問題 の生起す る ことが考 え られ る。 この問 題を 回避す るため には,(3.1)
の両辺 をyで 除 した
(3.1),s/y=α1/y+β,+ε1/y
に も とつ いて計 測 を行 な うや り方が考 え られ る(た とえばWatts〔5〕)。しか し
われ われは,計 算 の都合上,こ の方 法 を採用 しなか った。 以下 の(3.2),(3.3)
につ いて も同様で あ る。 この点 は,今 後 の作業に おいて,改 良 してゆ きたい と思
う?
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さの効果を考慮 しなければな らない。このため しぽ しば採用 される方法はs
およびyを 共に世帯人員で除 した1人 あた りタームでの計測を行な う方法で
ある。すなわち
n==世帯人員数
'
とす るとき,モ デル
(3・2)s/n==α2+β2(y/n)+ε2
を設定 して計測を行 な うや り方であ る。 しか し,こ の方法は,従 来 よ り辻村
江太郎教授に よ り批判 されてお り,同 教 授の論 点は正 鵠を得 た もの と思われ
ゆ
る。そ こで第3番 目の方法 と して,同 教授 が消費函数,エ ソゲル函数 の計測
に用い られてい る方法にな らって,モ デル
(3.3)s=a3十βsy十γn十ε3
くの
を設定 して分析をすす るめ ることが考 え られ る。
以上におい てわれわれは最 も単純 な形式 の3つ のモデルを示 した。 以下に ・
おい ては,ま ず この3つ のモデルの諸係数 を世帯主年 齢階層 ご とに世 帯数加
重 の最小 自乗 法に よって推定 す る。つ ぎに3つ のモデル の良好 さを適合度等
の基準 に よって判定 し,さ らに計測 され た結果か ら,年 齢別貯蓄行 動につい
ての若干の吟味を行 な うことにす る。
4計 測 結 果
世帯主年 齢階層別に(3.1),(3・2),(3・3)を計測 した結果は以下の とお
りであ る。
4.1一モ デル(3.1)の計測 結果:
1)s==一3039十.2451y;R2=.7538
(.0467)
(9)辻 村 〔11〕pp・51andff・総理府統計局における家計調査資料分析研究会に
おいて,辻村教授は1人当た りタームのモデルの批判を行なわれ,世 帯人員数n
を線型で導入された消費函数の計測結果を提示された。小論における(3.3)は同
教授の提示された消費函数を貯蓄函数に変換したものであ り,この定式化は全 く
同教授に負っている。消費分析における世帯人員の効果の分析については 〔11〕
に くわしく述べ られているg
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2)s=一 一.F781十.3654y;R2=.8927
CO372) バド
3)s==-2643十.2176y;R2=,9317
(.0169) 　
4)s==-2109十.1788y;R2...6374
(・0336) バ
5)s・=-5434十.2850y;R2=.7267
(.0446) 　
6)s==一 一3408十.2096y;R2=・.7685
(.0294) 　
7)s==一 一3648十.2223y;R2=・.8178
(.0258) バ
8)s=一 一2498十.1918y;R2=,.8426
(.0221) バ
9)s=一 一1124十.1450y;R2-.3984
(.0452) 　
10)s=-4278十.3236y・;R2・..5138
(.0875) バ
ll)s==一 一238十.1388y;R2・.,.5123
CO351)
4・2一 モ デ ル(3・2)の 計 測 結 果:
1)・/n・=-1209+.3044(y/n);R2-.8095
(.1069), バ
2)s/n==-1778十.3720(y/n);R2=.8942
(.0365) バ
3)s/n=一 一732十.2300(y/n);R2=.9272
(.Ol77)
4)s/n==-607十.2014(y/n);RA2==.6185
(.1265) バ
5)s/n==-1254十.3011(y/n);R2...8116
(.0377) 　
6)s/n==-930十.2456(y/n);R2-.8034
(.0311)
7)s/n==-965十.2494(y/n);fミ2=.9028
(・0220)
■
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8)s/n==-334十.1610(y/n);R2=.8533
(.0173)
9)s/n=-458十.1727(y/n);fミ2=.5619
(.0420)
10)s/n==676十.0698(y/n);fi2.・.0430
(.0951)
11)・/n・=-221+.1630(y/n);R2・..7240
(.0276)
4・3一モ デ ル(3・3)の 計 測 結 果:
1)s・=
2)s・=
3)
4)s・=
5)s-
6)s==
7)
8)
9)
10)
ll)S一
s昌 一1175十.2247y-409n;R2・ ・..9258
s==12872十.2580y--3748n;R2冨.9703
s=-18375十.1977y十3416n;R2=.,.9284
s=12046十.1984y-3475n;R2・=.5045
s=-12084十.3073y十2072n;R2=.4965
4345十.3135y-2504n;R2=.8097
(.0548)(1341)
-82十 .3736y-1762n;fミ2昌.9146
(.0348)(1379)
(.0265)(1142)
1398十.1875y-833n;R2=.6128
(.0440)(2493)
249十.2974y-1284n;R2=.7432
(.0444)(2031)
8799十.2132y-2563n;R2….6266
(.0432)(1669)
(.0125)(772)
(.0152)(900)
(.0456)(1674)
(.0915)(2632)
1429十.1428y-427n;R2・=.4・736
(.0406)(1884)
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以上において,各 推定式に附 されている番号は表2・1および表2・2に示さ
れている世帯主年齢階級番号を表わ している。番号llは年齢60歳以上の世帯
を示 し,この番号の附 された推定式は60歳以上の世帯の貯蓄函数の推定式で
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あ って,年 齢65歳以上 の世帯の標本数が きわ めて少ない ことを考慮 し,60～
64歳世帯 と65歳以上 の世帯の デー タを プール して計測 した ものであ る。
ほの
各推定式におけ るyの 係数,す なわち限界貯蓄性向の推定値 および(3・3)
の推定式におけるnの 係数の下のカッコ内の数値はそれぞれの推定値の標準
誤差である。また決定係数 餅 は 自由度修整済みの ものである。
さて以上 の計測 結果 について,い くつかの吟味 すべ き点をあげてみ よ う。
まず第1に,(3・1),(3・2),(3・3)の各推定 式 の うちいずれ が良好 であ るか
を検討 す る。そ のため ここでは,各 推定 式の決定 係数 の大小 に よる適合度 の
ご　　コ
比較 を行 な ってみ ることにす る。 このため,上 記 の推定式 の決定係数を改め
て表4・1と して まとめて示す こ とにす る。
表4.1決 定 係数fミ2の比較
世帯主年齢階級
翻
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?ー
歳
～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～55
56～59
60～64
65～
(60～)
決 定 係 数
(3.1)(3.2) (3.3)
.7538
.8927
.9317
.6374
.7267
.7685
.8178
.8426
.3984
.5138
(.5123)
.8095
.8942
.9272
,6185
.8116
.8034
.9028
.8533
.5619
.0430
(.7240)
.8097
.9146
.9258
.6128
.7432
.6266
.9703
.9284
.5045
.4965
(.4736)
画
この結果に よれぽ,総 体的にみて,世 帯人員数の効果を考慮 して いない
(10)よ り正 確 に は,ク ロス セ ク シ ョ ンに よる所 得 の限 界 貯 蓄 率(Modigliani-
Brumberg〔4〕)と呼 ぶ べ きで あ ろ う。
(11)よ り詳 細 な検 定 は の ち の作 業 に ゆ ず る。
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(3・1)の推定式 の適合度 が(3.2),(3・3)の推定式 のそれ と比較 してやや劣
るよ うに思われ る。他方,(3・2)と(3・3)の推定式 とを比較 すれ ば,(3・2)
の方がやや良好であ るよ うに も推 察 され る。
(3・3)におけ るnの 係数推定値 の標準誤差か ら判 断す るな らば,nの 効 果
は統計的にみて有意 であ る年齢階層 と有意 とはみなす こ とので きない年齢 階
(12)
層 とが存在することがわか る。ここで考慮に入れなければな らない問題 とし
て,yとnと を共に説 明変数 として導入 した場合の両変数間の相関関係,換
言すれば線型重合の問題がある。 この問題を吟味す るため,わ れわれは辻村
〔11」の1部 にならって,sとnの 単純相関係数をyとnの 単純相関関係数
と比較 してみた。その結果は以下の表4・2に示す ごとくである。
表4・2sとnと の単純相関係数 と
yとnと の単純相関係数の比較
世 帯主年 齢階級r2,n
響 釧(・ と・の相関係数の自乗)
r2y巳L
(yとnの 相 関係数 の 自乗)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
蓑
～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～
(60～)
.1612
.0044
.4996
.1947
.0911
,1669
.1463
,0308
.0044
.1061
(.0822)
.4589
.0342
.5599
.3545
.1860
.4277
.3518
.0108(r}…<0)
.3057
.0514
(.1946)
(12)年齢30～34歳35～39歳お よび40～44歳の階層 では,nの 効 果が明 らか に有
意 でな く,こ れ に対 して,50～54歳と55～59歳の階層 ではnの 効果 が明瞭 に看 取
され る。 なお,55～59歳の階層 でnの 効果が プラスで あ るこ とに注意すべ きであ
る。 この よ うな結果 を説明す る統計的 事実 として,こ の階 層 のみ につ いて,yと
nの 相関が マイ ナスで あ る ことが あげ られ る。
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表4.2と(3・3)の推定 式 とを比較すれ ば,一 般的にみて,r2y・がr2・nより大
な る年齢階層 につ いてはnの 効 果を有意 とみなす ことが で きず,r2y・がr2,。
よ り小 であ る階層に ついてはnの 効果 が有意 であ る 傾向の あ ることが わか
る。いずれにせ よ,線 型重合 の問題 が,(3・3)におけ るnの 効 果の検出に対
して,か な りの障害 とな ってい ることは 明 らか であろ う。
つ ぎに,各 年齢階層に おけ る(3.1),(3・2),(3・3)の限界貯蓄性 向推定
値 を比較 してみ ることにす る。 このため,こ れ までの計測 結果を 表4・3とし
て まとめて 示 して お くことにす る。 この表 を みれぽ,各 年齢 階層 に おけ る
(3.1),(3.2),(3.3)の推定式 間で限界貯蓄性 向の推定値 にかん して著 しい
差 を読 み とることはで きず,年 齢65歳以上 の推定値 を除い て考 え ると,(3・2)
と・(3.3)の推定値 はか な りの一 致を示 してい る。 したが って・(3・3)におけ
る変数nの 導 入に よるyとnと の相関は,yの 係数 を も狂わ して しま う危 険
表4・3回 帰 係 数 の 一 覧 表
(カッコ内は推定値の標準誤差)
「
世帯主年齢階級
騨 β1 か、 鳥 穿
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1
1
2
3
4
5
6
7
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10
,τ「
な
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50～55
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65～
60～
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性 を もた らす ことは なか った と推察 され るであろ う。
最後 にわれわれは,(3・1),(3・2),(3・3)いずれの推定式 に よるに・せよ,
限界貯蓄性 向の年齢階層間の相違 に注 目しなけれぽな らない。す なわ ち,こ
こで計測 され た限界貯蓄性 向は,大 まかにみ て,10-9・一セ ソ ト台(年 齢階層
55歳以上等の階層)か ら30パー セ ン ト台(年 齢 階 層25～29歳等の階層)ま で
のば らつ きを示 してい る。われわれは次節に おいて,主 と して(3・2)の推定
式を もとに して,貯 蓄性 向 と年齢 との間にみ られ る関係についての若干 の推
論を行 な うことに しよ う。
5若 干 の 推 論
図5・1は(3・2)の 推 定 式 を 全 年 齢 階 層 に つ い て 図 示 した もの で あ る 。 こ の
図 に お い て,点 線 で 示 した60歳 以 上 の 年 齢 階 層 の 貯 蓄 函 数 は,60～64歳 の デ
ー タ と65歳以 上 の デ ー タ を プ ー ル して 推 定 した も の(表4.3の 階 層 番 号11の
衆く単榊 日,田r.ユevs辱ety"1・ilef"敦一c・,・〕・ttt"'i,二D
潔 〔華値万月)
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α2,β2参照)で あ る。
この図か ら,ま ずわれわれは,こ こで得 られた推定式 があたか も個別的世
帯 の行動 を示 してい るか のご と くみな して,年 齢別貯蓄行動につ いての若 干
の推論 を行 な うこ とに しよ う。最初 に24歳以下 と25～29歳の階層 では限界貯
蓄性 向は最 も高 く(そ の うちで25～29歳の階層が最高 であ る),お そ ら く結
婚後 まもない世帯 の将来にそ なえての貯蓄意 欲の旺盛 さを物語 るものか も知
れ ない(こ こで の分析に用いて い る資料には単 身者世帯は含 まれてい ない)。
貯蓄性 向の高 い他 の理 由 としては,こ こで用 いてい る貯蓄概念が耐久財 等へ
の賦払 い等を含むた め,若 年 世帯主の賦払 い利用 度が高 いな らば,そ れが貯
蓄 函数 の勾配 を大 き くす る可能性 も理由 と して想定 され うるで あろ う。 また
これ ら世 帯が将来 の期待所得にたい して きわ めて悲観的で あ ることが貯蓄性
向を高 めている一因 であ るか も知れ ない。 しか じ,こ れ らはいずれ も憶 測の
域 を出ない考 えで あ る。なお これ ら両年齢階層 においては,平 均世 帯人員数
が最小 であ ることに注意すべ きであ る。図5・1の貯蓄函数は,世 帯の大 きさ
の効果 を1人 当 た りター ムの所得 と貯蓄に換算す ることに よ り除去 してい る
し,ま た この図の β2は(3・3)のβ3とさ して異 らない値を示 している。 しか
し,世 帯 の大 きさの効 果の処理 も,わ れわれ の分析 では,世 帯人員数の効果
の処理に と どまって い るか ら,よ り詳 細な 家 族 構成 の 効果 を 考慮す るな ら
ば,β2も β3もか な り異 った値 を示す か も知 れない。
つ ぎに,30～34歳,35～39歳の階層 につ いては,24歳以下お よび25～29歳
の階層 と くらべて,き わだった貯蓄性 向きの下降がみ られ,か つ定数項 も相
当に高 い値 を示 してい る。 さ らに40～44歳か ら β・は 反転 して30パーセ ン ト
台 に まで上昇 し,ふ たたび年齢 と共 に漸時下降 を示 してい る。す なわち,45
N49歳,50～54歳までが約25パーセ ン トの限界貯蓄率を保持 し,55～59歳,
60～64歳の階層で約16-17パー セ ソ トとな っ てい る。65歳以上 では所得 の増
加にたい して有意 な反応 を示 さず,一 定 額の貯蓄 を行 な う傾 向がみ られ るが
この理 由は と くに 日本 の場合には容易に理解 され よ う。ただ し,65歳以上 の
ゴ
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年齢階層では(3・2)と(3・1),(3・3)の推定式が著 しく相違 しているので,
この年齢階層の貯蓄行動にかん して信頼す ることので きる推論はで きない。
以上各年齢階層の貯蓄行動にかん して若干の事実探究的な記述を行なって
みたが,以 下においてはこれ らの記述をクロスセクシ。ン・データによる推
定式の解釈の問題に関連 させて若干の推論を行なってみよう。ここでの分析
か らみ られる著 しい特色は,年 齢階層に よる貯蓄性向の逆転関係である。す
なわち29歳以下の大 きな貯蓄性向が30～39歳の階層においてきわだって小さ
くな り,それがふたたび40～44歳において反騰を示す とい う事実である。こ
の事実を説明す るために,わ れわれはつ ぎの2点 をあげることができると思
う。 ノ
その第1は 所得分布の効果である。い まきわめて単純な所得分布の指標と
して,年 齢階層別に世帯所得の変動係数を示す と表5・1のとお りである。
表5・1世 帯可処分所得の変動係数
年 齢
階 級
譲(%)
～2425～2930～3435～394。-44」5～49!5。～5455～596。～64L5～
E
32・glX・825・5135-"-5・6國41・8 42.0
(60～)
(46.2)
表5・1をみ ると,30～34歳の年 齢階層 については世帯間 の所得の差 が一番
小 さい ことが明 らか であ る。 この結果か らすれ ば,30・-v34歳の年 齢階層 では
世帯 間相互 でデモ ンス トレー シ 。ン効果 が強 い作用を及 ぼ し,消 費性 向を高
めてい ることが考 え られ る。ただ し,こ の場合,同 一年齢 階層が他 の何 らか
の世帯集団 と比較 し,よ り強力 に消費を誇示 しあ う集 団 とみ な し うるか否 か
は,検 討 され なけれ ばな らぬ問題 であ る。
同一の推論 が35～39歳の集団について も成 立 しうるか否かは,変 動係数 の
大 きさよ り判断す る と,必 ず しも明 らか ではない 。そ こでつ ぎに,Friedman
〔1〕に な らって,消 費 の所得弾力性を計算 してみ る。 これ が表5.2に示す
ものであ る。
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表5・2消 費 の 所 得 弾 力 性
年 齢
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
歳
～24
.goo
.755
.839
25～2gL。～34「35-3gl4。-44145-49L。-54
}1111
.883
.635
.719
.887
.782
.882
.897
.821
.915
.900
.715
.794
.896
.790
.882
.879
.778
.885
55～ 9
.883
,808
.915
6。～9,165～
1
.890
.855
.916
.828
.676
.817
(60～)
.869
.861
.991
(
表5・2をみ ると,年齢階層35～39歳の弾力性が他の隣接す る年齢階層のそ
れ よりもかな り大であることが明らかである。 したがって,こ の階層のデー
タにおいては,所 得の変動成分の分散は他の隣接す る年齢階層 より大でない
と推論で き,所得の変動に しめる恒常成分の割合が大であると考え られ るで
あろ う。これがこの階層における貯蓄函数の勾配を低めている理由であ ると
思われ る。 さらに,各 年齢 階層別貯蓄 函数の 勾配 と表5・2の弾力性 との間
に,か な り明瞭な対応関係のみられ ることも附言 しておこう。
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